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第１ 本書の位置付け 

東員第一中学校建設事業 募集要項(以下｢募集要項｣という。)は、東員町(以下「町」

という。)が東員第一中学校建設事業を実施する民間事業者(以下「事業者」とい

う。)を公募型プロポーザル方式(以下「本プロポーザル」という。)により募集及び

選定を行うにあたり、公表するものである。 

 

募集要項と併せて交付する以下の資料(以下｢募集要項等｣という。)は、募集要項と

一体のものとする。 

・要求基準書及び付属資料 

・ＶＥ・ＣＤ提案実施要領 

・事業者選定基準書 

・様式集 

・事業契約書(案) 

 

本プロポーザルへの応募を希望する事業者(以下｢応募事業者｣という。)は、募集要

項等の内容を前提として、応募に必要な書類を提出するものとする。 

募集要項等に記載がない事項については、募集要項等に係る質問に対する回答、個

別対話及びＶＥ・ＣＤ提案審査の結果による。 

 

 

  



 

 

 

2 

第２ 事業概要 

１ 事業名称 

東員第一中学校建設事業(以下｢本事業｣という。) 

 

２ 本事業の対象となる公共施設 

名称：東員第一中学校 

種類：中学校 

 

３ 公共施設の管理者の名称 

東員町長 水谷 俊郎 

 

４ 本事業の経緯・目的 

 ＜背景＞ 

   東員町の学校施設は、昭和40年代から昭和50年代にかけて建設され、多くの学校施

設が建設から40年以上経過している。特に東員第一中学校は、建設から60年近くが経

過し、施設の老朽化が進んでいる。 

   また、現東員第一中学校は建設当時に桑名市との組合立であったことから桑名市に

近い場所に建設されている。近年の少子高齢化による人口減少が社会的な問題とな

り、将来的には児童・生徒数の減少が予測されることから、学校の小規模化など、今

後の教育環境に様々な課題が生じることも懸念されている。 

 

＜東員町小中学校適正規模適正配置基本方針＞ 

   現状の課題を解消し、今後の小中学校の適正規模・配置の取り組みを行うため、 

平成26年８月から住民参画による「小中学校適正規模適正配置検討委員会」を設置し

て議論を重ね、平成29年５月に「東員町小中学校適正規模適正配置基本方針」が策定

された。短期的な視点では東員第一中学校の建替えは急務で、通学距離の均衡化を考

慮し町の中心部への移転が望ましいとされている。中長期的な視点では東員第二中学

校と東員第一中学校を統合すべきとの考えもあるが、東員第二中学校区の地域として

のそもそもの存立基盤や住民の心情、活性化を考えると統合は避けるべきという考え

方が地域には圧倒的に根強くあることは見逃せないとしている。 

 

＜東員町学校施設整備基本構想＞ 

   町内の小中学校の将来にわたる組織的全体像を構築し、適正配置・統合などによる

施設更新の方針を定めるため、平成 30年４月に「東員町学校施設整備計画検討委員会」

を設置し、三重大学との共同研究により、平成 31年３月に「東員町学校施設整備基本

構想」を策定した。基本構想では、学校施設整備の基本方針を定め、新・東員第一中

学校を総合文化センターの北側へ移転整備し、公共施設群との統合性を強化すること

とした。 
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＜基本設計＞ 

   令和４年度に「東員第一中学校建設工事基本設計業務」、「東員第一中学校敷地造

成工事基本設計業務」を実施し、本事業に係る基本設計を取りまとめた。 

 

＜埋蔵文化財＞ 

計画地は、山田廃寺・西畑遺跡に該当し、埋蔵文化財包蔵地であるため、文化財保

護法の規定により、令和４年度に「埋蔵文化財試掘調査支援業務」を実施し、包蔵地

の範囲、残存状況等の確認を行った。 

 

５ 本事業の内容 

(１)事業方式 

本事業は、令和４年度に実施した基本設計に対して、工事費等の縮減やライフサイ

クルコストの低減などを図るための技術提案(以下「ＶＥ・ＣＤ提案」という。)を受

け、事業者が実施設計及び建設を一括して行う「基本設計先行型 設計・施工一括発注

(ＤＢ：Design Build)方式」により実施する。 

 

(２)事業予定地 

東員第一中学校(以下「本施設」という。)の建設予定地は、町が本事業を実施する

ために新たに取得する下記の敷地(以下｢事業用地｣という。)とする。 

 

【事業用地の概要】 

所在地 三重県員弁郡東員町大字山田 1679 番地１他 

敷地面積 32,520 ㎡ 

地 目 田、畑 等 

都市計画区域 市街化調整区域 

用途地域 指定なし 

その他指定 農業振興地域 

容積率 200％ 

建ぺい率 60％ 

接続道路 
東側：県道桑名東員線、南側：町道瀬古泉北大社線 

西側：町道山田 580 号線、北大社 581 号線 
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(３)本施設の概要 

本施設の規模等は、基本設計の内容を前提とする。 

 

【本施設の概要】 

面積 建築面積：7,230㎡ 延床面積：11,845㎡ ※面積内訳は下表参照 

構造 
校舎棟：鉄筋コンクリート造 

体育館棟：鉄筋コンクリート＋鉄骨鉄筋コンクリート造 

階数 校舎棟：地上３階、体育館棟：地上２階 

最高高さ 校舎棟：14.1ｍ、体育館棟：14.8ｍ 

本施設の 

対象 

校舎棟、体育館棟、部室棟、駐輪場(240 台、来客用 50 台) 

駐車場(一般用：50 台、配送・送迎用：10 台、来客用：28 台 

グラウンド、テニスコート３面 

 

【本施設の面積内訳】             単位：㎡ 

 校舎棟 体育館棟 渡り廊下 部室棟 駐輪場 合計 

３階 1,040     1,040 

２階 3,155 1,030 0   4,185 

１階 3,200 2,140 200 240 840 6,620 

棟別床面積 7,395 3,170 200 240 840 11,845 

建築面積 3,540 2,380 230 240 840 7,230 

 

(４)既存施設の概要 

現在、事業用地内にある東員町育苗研修交流施設(以下｢既存施設｣という。)は、本

事業の造成工事において解体撤去を行う。 

 

【既存施設の概要】 

東員町育苗研修交流施設 竣工：平成３年度、延床面積：992.16 ㎡、構造：鉄骨造 

 

(５)事業期間 

本事業の契約期間は、事業契約の締結日(町議会における議決日以降)から、外構工

事の完了日(令和８年 12月 28日)までとする。 

事業期間終了後(本施設の引渡後)、町は令和９年４月の供用開始に向けて、什器、

備品の搬入・設置等を行う。 
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【事業スケジュール(予定)】 

契約の締結 令和６年３月 

造成実施設計 令和６年４月～令和６年７月 

建築実施設計 令和６年４月～令和７年２月 

造成工事 令和６年８月～令和７年３月 

建築工事・外構工事 令和７年４月～令和８年 12 月 

本施設の引渡 令和８年 12 月末 

   ※校舎建築工事の着手は、国庫補助金の交付決定後になる。（令和７年７月予定） 

 

(５)本事業の業務範囲 

本事業において、事業者が行う業務範囲は、以下のとおりとする。 

事業者は、各業務の責任者を配置するほか、本事業全体の進捗管理等を行い、事業

期間を通じて町との連絡窓口となる｢統括責任者｣を選任し、本事業に係る各業務を円

滑かつ効率的に遂行できる体制を構築する。 

なお、工事監理業務については、町が別途委託する当該業務の受託者が実施する。 

 

①設計業務 

ア 事前調査 

イ 事業用地の造成実施設計（既存施設の解体設計含む） 

ウ 本施設の建築実施設計 

エ 各種申請等 

オ その他、上記の業務を実施するうえで必要となる関連業務 

 

②建設業務 

ア 事業用地の造成工事（既存施設の解体撤去含む） 

イ 本施設の建築工事 

ウ 本施設の外構工事 

エ 近隣対応・対策 

オ 電波障害対策 

カ その他、上記の業務を実施するうえで必要となる関連業務 
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本事業に関連して、町が実施する主な業務は、次のとおりとする。 

 

【町が実施する主な業務内容】 

年度 業務内容 

令和５年度 

・都市計画決定、都市計画事業認可 

・農振除外、農地転用許可 

・事業用地の取得 

令和６年度 
・電柱等支障移転 

・埋蔵文化財発掘調査 

令和７年度 
 

 

令和８年度 
・開校時に必要な什器、備品等の購入、搬入設置 

・校内 LAN 整備（GIGA スクール、校務系ネットワーク） 

 

(６)提案上限価格 

本事業における上限価格は、6,050,000,000 円(消費税額及び地方消費税額を含

む。)とし、当該価格を上回る提案を行った場合は失格とする。なお、上限価格の算

定根拠は公表しない。 

 

(７)事業者への支払方法 

町から事業者への支払方法及び支払条件は、事業契約書(案)（令和５年 11 月公表

予定）に明記する。 
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第３ 事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 事業者の募集及び選定方式 

本事業では、基本設計の内容を前提にしたうえで、機能・性能の向上、工事費等の

縮減や工期の短縮などを実現するためのノウハウが必要になることから、事業者の募

集及び選定は、事業者選定基準書に基づき、提案価格及び提案内容を総合的に評価し

て優先交渉権者を決定する公募型プロポーザル方式により行う。 

 

２ 事業者の募集及び選定スケジュール 

事業者の募集及び選定は、次のスケジュールにより行うことを予定している。 

日程(予定) 内 容 

令和５年 

10 月２日(月) 募集要項等の公表 

10 月 13 日(金) 募集要項等に関する質問の受付締切 

10 月 20 日(金) 募集要項等に関する質問に対する回答公表 

10 月 27 日(金) 参加表明書及び参加資格審査申請書類の受付締切 

11 月２日(木) 参加資格審査結果の通知 

11 月８日(水) 個別対話参加申込書及び個別対話確認事項書の受付締切 

11 月 16 日(木)

又は 17 日(金) 
個別対話の開催 

11 月 24 日(金) 個別対話結果の公表 

12 月１日(金) ＶＥ・ＣＤ提案の受付締切 

12 月８日(金) ＶＥ・ＣＤ提案審査結果の通知 

令和６年 

１月 29 日(月) 提案書類の受付締切 

２月 13 日(火) プレゼンテーション・ヒアリングの実施 

２月下旬 優先交渉権者の決定及び公表、仮契約の締結 

３月下旬 仮契約の議決（本契約の締結） 

※事業用地の見学会は開催しません。事業用地周辺の確認を行う場合は、近隣住民に十

分に配慮すること。 

※本事業は、議会の議決を要する契約に該当するため、仮契約の締結後、町議会の議決

を得た後、本契約としての効力が発生する。 

 

３ 応募事業者の参加資格要件 

(１)応募事業者の構成等 

① 応募事業者の構成 

 ア  応募事業者は、事業用地の造成実施設計を行う企業(以下｢土木設計企業｣という。)、

本施設の建築実施設計を行う企業(以下｢建築設計企業｣という。)、事業用地の造成

工事及び本施設の建設工事を行う企業(以下｢建設企業｣という。)で構成されるもの

とする。応募事業者は、建設企業が土木設計企業と建築設計企業を兼ねて単独企業
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(以下｢応募企業｣という。)となることも、複数の企業により構成されるグループ

(以下「応募グループ」という。)とすることも可能とする。 

 イ 応募グループが本事業の優先交渉権者として決定した場合は、町との仮契約の締結

時までに東員町発注の建設工事に係る特定建設工事共同企業体取扱要綱(平成 14 年 7

月 31 日 告示第 57 号)に準拠して特定建設工事共同企業体(以下「特定ＪＶ」とい

う。)を結成し、共同企業体協定書を提出すること。当該特定ＪＶが町との契約主体

となること。 

 

② 応募グループの留意事項 

 ア 応募グループの場合、建設企業が代表企業となり、その他の企業は構成企業(以下、

代表企業と構成企業を合わせて｢構成員｣という。)となること。本事業に係る応募手

続き及び優先交渉権者として選定された場合の契約手続きなどは代表企業が行うこと。 

 イ 複数の応募グループの代表企業又は構成企業になることはできない。また、代表企

業又は構成企業のいずれかと資本面若しくは人事面において関連のある企業は、他

の応募グループの代表企業又は構成企業となることはできない。 

ウ 参加表明書及び参加資格審査申請書類の受付以降、応募グループの代表企業の変更

は認めない。代表企業以外の構成企業の変更については、やむを得ない事情が発生

した場合に限り、町と代表企業が当該変更の可否について協議を行うものとする。 

 

(２)応募企業又は応募グループの構成員の参加資格要件 

応募企業又は応募グループの構成員は、次の要件すべてに該当する者とする。 

ア 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４の規定により本町の入札参

加を制限されている者 

イ 破産法(平成 16 年法律第 75 号)第 18 条第１項若しくは第 19 条の規定に基づく破産

手続開始の申立てがなされている者でないこと 

ウ 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく会社更生手続開始若しくは更正手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生

手続開始若しくは再生手続開始の申立てがなされている者(ただし、手続開始の決定

を受けた者で、所定の手続に基づく再認定等を受けている場合を除く)でないこと 

エ 会社法(平成 17 年法律第 86 号)第 511 条に基づく特別清算開始の申立てがなされて

いる者でないこと 

オ 参加資格審査申請書類の受付締切日において、町の指名停止又は営業停止等の措置

を受けていない者 

カ 法令、規則等に違反していない者 

キ 東員町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱(平成 29 年 10 月 24 日告示第

74号)の別表第２に掲げるいずれかに該当しない者 

ク 国税及び地方税を滞納していない者 

ケ 町が本事業に係る事業者選定支援業務を委託している者及び同者が当該業務において
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提携している者(下記参照)と資本面若しくは人事面において関連がある者でないこと 

  ・株式会社百五総合研究所(三重県津市岩田 21番 27号) 

コ 町が設置した｢東員第一中学校建設事業プロポーザル審査委員会｣(以下「審査委員

会)という。」の委員又は委員が属する組織、企業と資本面若しくは人事面において

関連のある者でないこと 

サ 上記のケ及びコに定める者を本事業の応募に関するアドバイザー等として起用して

いないこと 

 

(３)応募企業(単独企業)の参加資格要件  

応募企業は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

ア 東員町財務規則（昭和 63 年東員町規則第 11 号）第 125 条第２項又は第３号の規定に

基づく競争入札資格者名簿の｢土木一式｣｢建築一式｣に登録され、令和４～７年度入

札参加資格審査申請に係る手続きが完了している者 

イ 建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第３条第１項の規定に基づき、｢土木一式工事｣

｢建築一式工事｣について特定建設業の許可を受けている者 

ウ 建設コンサルタント登録規程(昭和 52年 4月 15日建設省告示第 717号)による｢都市

計画及び地方計画部門｣の登録がなされている者 

エ 建築士法(昭和 25 年法律第 202 号)第 23 条第１項の規定に基づき一級建築士事務所

の登録を受けている者 

オ 建築士法第 26条第２項の規定による監督処分を受けていない者(処分を受けた地域

を問わない） 

カ 直近の経営規模等評価結果通知書における土木一式の総合評価値が 1,500 点以上、

建築一式の総合評価値が 1,500点以上の者 

キ 過去 15 年間(平成 20 年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請と

して区域面積 10,000 ㎡以上の造成に係る土木一式工事の完了実績を有する者(共同

企業体での実績の場合、当該共同企業体の代表としての実績を有すること） 

ク 過去 15 年間(平成 20 年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請と

して延床面積 5,000 ㎡以上の学校(学校教育法第１条に規定する学校とし、公立・私

立を問わない)の新築に係る建築一式工事の完了実績を有する者(共同企業体での実

績の場合、当該共同企業体の代表としての実績を有すること） 

 ケ 過去 15年間(平成 20年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請と

して区域面積 10,000㎡以上の造成(整地)に係る実施(詳細)設計業務の完了実績を

有する者 

コ 過去 15年間(平成 20年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請と

して延床面積 5,000㎡以上の学校(学校教育法第１条に規定する学校とし、公立・私

立を問わない)の新築に係る実施設計業務の完了実績を有する者 

サ 建設業法第 26 条に基づく監理技術者として、下記の有資格者(参加表明書の提出日に

おいて、３か月以上の直接的な雇用関係にある常勤者)を専任かつ常駐で配置できる者 
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・ 土木工事における監理技術者は、一級土木施工管理技士の資格を有する者 

・ 建築工事における監理技術者は、一級建築士及び一級建築施工管理技士の資格を

有する者 

シ 現場代理人を常駐で配置できる者(上記サに定める監理技術者との兼務は可能) 

 ス 造成実施設計に係る管理技術者及び照査技術者として、下記の通り配置できる者 

・ 技術士(建設部門)又はＲＣＣＭの資格を有し、管理技術者が区域面積 10,000 ㎡

以上の造成(整地)に係る実施(詳細)設計業務の完了実績を有すること 

・ 参加表明書の提出日において３か月以上の直接的な雇用関係にある常勤者である

こと 

・ 兼任しないこと 

セ 建築実施設計に係る管理技術者及び主任担当技術者として、下記の通り配置できる者 

・ 管理技術者及び意匠主任技術者は、一級建築士の資格を有し、いずれも管理技術

者又は意匠主任技術者として、延床面積 5,000 ㎡以上の建物新築に係る実施設計

業務の完了実績を有すること 

・ 構造主任技術者は、構造設計一級建築士の資格を有すること 

・ 電気設備主任技術者及び機械設備主任技術者は、設備設計一級建築士又は建築設

備士のいずれかの資格を有すること(電気設備主任技術者又は機械設備主任技術

者のいずれかは、設備設計一級建築士の資格を有すること） 

・ 参加表明書の提出日において３か月以上の直接的な雇用関係にある常勤者である

こと 

・ 兼任しないこと 

 

（４）応募グループの参加資格要件 

① 土木設計企業の参加資格要件 

土木設計企業は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

ア 東員町財務規則（昭和 63 年東員町規則第 11 号）第 125 条第２項又は第３号の規定に

基づく競争入札資格者名簿の｢土木関係コンサルタント(都市計画及び地方計画)｣に

登録され、令和４～７年度入札参加資格審査申請に係る手続きが完了している者 

イ 建設コンサルタント登録規程（昭和 52年 4月 15日建設省告示第 717号）による｢都

市計画及び地方計画部門｣の登録がなされている者 

ウ 過去 15 年間(平成 20 年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請と

して区域面積 10,000㎡以上の造成(整地)に係る実施(詳細)設計業務の完了実績を有

する者 

エ 管理技術者及び照査技術者として、下記の通り配置できる者 

・技術士(建設部門)又はＲＣＣＭの資格を有し、管理技術者が区域面積 10,000 ㎡

以上の造成(整地)に係る実施(詳細)設計業務の完了実績を有すること 

・参加表明書の提出日において３か月以上の直接的な雇用関係にある常勤者である

こと 

・兼任しないこと 



 

 

 

11 

② 建築設計企業の参加資格要件 

建築設計企業は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

ア 東員町財務規則（昭和 63 年東員町規則第 11 号）第 125 条第２項又は第３号の規定に

基づく競争入札資格者名簿の｢建築関係コンサルタント(建築一般)｣に登録され、令

和４～７年度入札参加資格審査申請に係る手続きが完了している者 

イ 建築士法(昭和 25 年法律第 202 号)第 23 条第１項の規定に基づき一級建築士事務所

の登録を受けている者 

ウ 過去 15年間(平成 20年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請とし

て延床面積 5,000 ㎡以上の学校(学校教育法第１条に規定する学校とし、公立・私立

を問わない)の新築に係る実施設計業務の完了実績を有する者 

エ 建築士法第 26 条第２項の規定による監督処分を受けていない者(処分を受けた地域

を問わない） 

オ 管理技術者及び主任担当技術者として、下記の通り配置できる者 

  ・管理技術者及び意匠主任技術者は、一級建築士の資格を有し、いずれも管理技術

者又は意匠主任技術者として、延床面積 5,000 ㎡以上の建物新築に係る実施設計

業務の完了実績を有すること 

  ・構造主任技術者は、構造設計一級建築士の資格を有すること 

  ・電気設備主任技術者及び機械設備主任技術者は、設備設計一級建築士又は建築設

備士のいずれかの資格を有すること(電気設備主任技術者又は機械設備主任技術

者のいずれかは、設備設計一級建築士の資格を有すること） 

・参加表明書の提出日において３か月以上の直接的な雇用関係にある常勤者である

こと 

・兼任しないこと 

 

③ 建設企業の参加資格要件 

建設企業は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。 

ア 東員町財務規則（昭和 63 年東員町規則第 11 号）第 125 条第２項又は第３号の規定に

基づく競争入札資格者名簿の｢土木一式｣｢建築一式｣に登録され、令和４～７年度入

札参加資格審査申請に係る手続きが完了している者 

イ 建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第３条第１項の規定に基づき、｢土木一式工事｣

｢建築一式工事｣について特定建設業の許可を受けている者 

ウ 直近の経営規模等評価結果通知書における土木一式工事の総合評価値が 1,500 点以

上、建築一式工事の総合評価値が 1,500点以上の者 

エ 過去 15 年間(平成 20 年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請と

して区域面積 10,000 ㎡以上の造成に係る土木一式工事の完了実績を有する者(共同

企業体での実績の場合、当該共同企業体の代表としての実績を有すること） 

オ 過去 15 年間(平成 20 年４月１日から令和５年３月末まで)において、国内で元請と

して延床面積 5,000 ㎡以上の学校(学校教育法第１条に規定する学校とし、公立・私
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立を問わない)の新築に係る建築一式工事の完了実績を有する者(共同企業体での実

績の場合、当該共同企業体の代表としての実績を有すること） 

カ 建設業法第 26 条に基づく監理技術者として、下記の有資格者(参加表明書の提出日に

おいて、３か月以上の直接的な雇用関係にある常勤者)を専任かつ常駐で配置できる者 

  ・土木工事における監理技術者は、一級土木施工管理技士の資格を有する者 

  ・建築工事における監理技術者は、一級建築士及び一級建築施工管理技士の資格を有

する者 

キ 現場代理人を常駐で配置できる者(キに定める監理技術者との兼務は可能)  

 

④ 応募グループの想定 

応募グループは、下記の３形態を想定している。 

形態 応募グループの構成 

Ａ 土木設計企業、建築設計企業、建設企業の３者により構成されるグループ 

Ｂ 建築設計企業、建設企業(土木設計企業を兼務)の２者により構成されるグループ 

Ｃ 土木設計企業、建設企業(建築設計企業を兼務)の２者により構成されるグループ 

※Ｂの形態で応募グループを組成する場合、土木設計企業の参加資格要件として記載 

している上記①アの要件は不要とする。 

※Ｃの形態で応募グループを組成する場合、建築設計企業の参加資格要件として記載

している上記②アの要件は不要とする。 

 

（５）参加資格の確認基準日 

応募事業者の参加資格要件に関する確認基準日は、参加表明書及び参加資格審査申請

書類の提出日とする。ただし、参加資格の確認基準日から事業契約の締結日までの間に、

応募企業又は構成員において上記の参加資格要件を欠くような事態が生じた場合は失格

とする。ただし、前述のとおり、やむを得ない事情が発生した場合に限り協議を行い

応募グループの代表企業以外の構成企業については、変更を認める場合がある。 

 

４ 応募に関する手続き 

(１)募集要項等の公表 

募集要項等は、町ホームページにおいて公表する。 

   要求基準書の付属資料は、下記の通り配布する。 

期 間 令和５年 10 月２日(月)～10 月 13 日(金)(土・日・祝日除く) 

時 間 ８時 15 分～17 時 

場 所 

東員町教育委員会事務局 教育総務課 

※付属資料の受領を希望する場合、前日までに来訪時間の電話連絡を入

れ、当日は様式１「要求基準書付属資料申込書」を持参すること 
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(２)募集要項等に関する質問の受付 

募集要項等に関して、下記の通り、質問を受け付ける。  

受付期間 令和５年 10 月 10 日(火)～13 日(金)17 時 

受付方法 

様式２「募集要項等に関する質問書」に必要事項を記載し、電子メールに

添付して提出すること 

※電子メールの件名は、「【募集要項等_質問】(企業名)」として送信する

こと 

提出先 
東員町教育委員会事務局 教育総務課 

E-mail：kyousou@town.toin.lg.jp 

 

(３)募集要項等に関する質問に対する回答の公表 

募集要項等に関する質問に対する回答は、提出者の特殊な技術やノウハウ等に関わり、

提出者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する恐れがあると町が判断したもの

を除き、令和５年 10月 20日(金)に町ホームページに公表することを予定している。 

なお、提出された質問に関して、町が必要と判断した場合は、提出者に対して直接

ヒアリングを行うことがある。 

 

(４)参加表明書及び参加資格審査申請書類の受付 

参加表明書及び参加資格審査申請書類は、下記の通り受け付ける。 

受付期間 令和５年 10 月 25 日(水)～27 日(金) 

受付時間 ８時 15 分～17 時 

提出場所 東員町教育委員会事務局 教育総務課 

提出書類 様式集に従って作成すること 

提出方法 
持参により提出すること 

※提出日の前日までに来訪時間の電話連絡を入れること 

 

提出された参加表明書及び参加資格審査申請書類の変更、差替え、再提出は、原則

として認めない。なお、参加資格審査において町が必要と判断した場合は、応募事業

者に追加書類の提出を要求することがある。 

受付期間中に参加表明書及び参加資格審査申請書類を提出しない者及び参加資格が

ないとされた者は、本事業に応募することができない。 

 

(５)参加資格審査結果の通知 

参加資格審査の結果は、応募企業又は応募グループの代表企業に対して、令和５年

11 月２日(木)までに書面により通知する。参加資格審査の通過者に通知する受付番号

等は、提案書類に記入すること。 

参加資格が無いと通知された応募事業者は、通知を受けた日から起算して５日以内

に当該理由について書面により町に説明を求めることができる。町は、当該書面を受
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領後 10日以内に説明を求めた応募企業又は応募グループの代表企業に対して書面によ

り回答を行う。 

 

(６)応募の辞退 

参加資格審査を通過した応募事業者が、応募を辞退する場合は、提案書類の受付締

切日の前日までに応募辞退届(様式５-１-１又は様式５-１-２)を東員町教育委員会事

務局 教育総務課に持参又は郵送により提出すること。 

 

(７)個別対話の実施 

参加資格審査を通過した応募事業者を対象に、ＶＥ・ＣＤ提案に関して、応募事業

者との意思疎通を図るとともに、町の意図と応募事業者の提案内容との間に齟齬が生

じないように、個別対話を実施する。 

参加資格審査を通過した応募事業者は、必ず個別対話の申し込みを行うこと。 

応募企業又は応募グループの参加者は、５名を上限とする。 

個別対話参加申込書及び個別対話確認事項書は、下記の通り受け付ける。 

受付期間 令和５年 11 月６日(月)～８日(水)17 時 

受付方法 

様式３-１「個別対話参加申込書」及び様式３-２「個別対話確認事項書」

に必要事項を記載し、電子メールに添付して提出すること 

※電子メールの件名は、「【個別対話】(応募企業又は応募グループ名)」と

して送信すること 

提出先 
東員町教育委員会事務局 教育総務課 

E-mail：kyousou@town.toin.lg.jp 

 

個別対話は、下記の通り開催することを予定している。 

開催日時 

令和５年 11 月 16 日(木)又は 17 日(金) 

※開催日時及び開催当日の留意事項は、応募企業又は応募グループの代表

企業に対して通知（以下「個別対話通知書」という。）する。 

開催場所 
東員町総合文化センター 

※詳細は「個別対話通知書」に明記する。 

参加者 

・応募事業者側の参加者は、様式３-１｢個別対話参加申込書｣に記載され

ている者とする。 

・町側の参加者は、東員町教育委員会事務局 教育総務課担当者及び本事

業に係る事業者選定支援業務受託者の担当者とする。 

対話時間 ・90 分(予定) 

 

(８)個別対話結果の公表 

個別対話の内容は、応募事業者の特殊な技術やノウハウ等に関わり、当該事業者の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると町が判断したものを除

き、令和５年 11 月 24日(金)に町ホームページに公表することを予定している。 
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(９)ＶＥ・ＣＤ提案の受付 

参加資格審査を通過した応募事業者は、下記の日時にＶＥ・ＣＤ提案書類を提出す

ること。受付期間にＶＥ・ＣＤ提案書類を提出しない場合は、本事業に応募すること

ができない。 

受付期間 令和５年 11 月 29 日(水)～12 月１日(金) 

受付時間 ８時 15 分～17 時 

提出場所 東員町教育委員会事務局 教育総務課 

提出書類 ＶＥ・ＣＤ提案実施要領に従って作成すること 

提出方法 
応募企業又は応募グループの代表企業が持参により提出すること 

※提出日の前日までに来訪時間の電話連絡を入れること 

 

(10)ＶＥ・ＣＤ提案審査結果の通知 

ＶＥ・ＣＤ提案審査の結果は、当該書類を提出した応募企業又は応募グループの代

表企業に対して、令和５年 12月８日(金)までに書面により通知する。 

 

(11)提案書類の受付 

参加資格審査を通過した応募事業者は、下記の日時に提案書類を提出すること。 

受付期間に提案書類を提出しない場合は、本事業に応募することができない。 

受付期間 令和６年１月 22 日(月)～29 日(月)(土・日除く) 

受付時間 ８時 15 分～17 時 

提出場所 東員町教育委員会事務局 教育総務課 

提出書類 様式集に従って作成すること 

提出方法 
応募企業又は応募グループの代表企業が持参により提出すること 

※提出日の前日までに来訪時間の電話連絡を入れること 

 

町は、応募事業者から提出された提案書類について、様式集の指定通りに必要書類

が形式上全て揃っていることを確認し、不備・不足がある場合は、失格とする。 

提出された提案書類に関して、追加や変更、再提出は認めない。ただし、誤字・脱

字の修正など、町が認めた場合にはこの限りではない。 

   提案書類の受付後、プレゼンテーション及びヒアリングの実施までに、応募事業者

に対して記載内容に関する質問・確認を行う場合がある。 

 

(12)プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

提案書類の審査にあたり、応募事業者によるプレゼンテーション及び審査委員から

応募事業者に対するヒアリングを実施する。 

応募事業者が、プレゼンテーション及びヒアリングに出席できない場合、失格とする。 

プレゼンテーションは、提案書類に記載した内容をスライドで説明することを基本と

し、提案書類に記載していない新たな提案の説明は不可とする。また、スライドの中に
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アニメーション以外の動画を使用することやパネル・模型等の持ち込みも不可とする。 

 

【プレゼンテーション・ヒアリング概要】 

実施日 

令和６年２月 13 日(火) 

※集合場所及び集合時刻・開始時刻等は、提案書類の受付後に応募企業又

は応募グループの代表企業に通知（以下「プレゼン通知書」という。）

する。 

会 場 

東員町総合文化センター 第１講習室(予定) 

※会場の事前確認(下見)は不可とする。会場レイアウト図は、「プレゼン

通知書」に記載する。 

出席者 

６名以内 

※出席者は応募企業又は応募グループの構成員に在籍する者に限定する。 

※応募企業又は応募グループの代表企業が選任予定の「統括責任者」は必

ず出席することとし、その他の出席者についても、可能な限り各業務の

責任者や担当者として選任予定の者を含めること 

所要時間 
・プレゼンテーション：25 分 

・ヒアリング(質疑応答)：30 分 

町が準備

する機器 

・液晶ディスプレイ（55 型、入力端子：ＨＤＭＩ） 

・ＨＤＭＩケーブル（５ｍ） 

当日配布 

資料 

・プレゼンテーションに使用するスライド画面を印刷した資料を 12 部持参

(印刷設定：任意)すること  

その他 ・上記以外の留意事項については、「プレゼン通知書」に記載する。 

 

５ 応募に関する留意事項 

(１)注意事項 

ア 応募事業者は、本プロポーザルの応募手続きにおいて知り得た情報等に関して、第

三者に漏らしてはならない。 

イ 応募事業者は、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」(昭和 22年法律

第 54号)に抵触する行為を行ってはならない。 

ウ 応募事業者は、本事業への応募にあたり、競争を制限する目的で他の応募事業者と

提案価格、応募意思及び提案内容等についていかなる相談も行わず、独自に提案価

格及び提案内容等を定めなければならない。 

エ 応募事業者は、優先交渉権者の決定前に他の応募事業者に対して、提案価格及び提

案内容等を意図的に開示してはならない。 

オ 応募事業者の談合その他の理由により、本事業の募集を公正に執行することができ

ないと認められる場合又はその恐れがある場合は、当該応募事業者を本プロポーザ

ル参加させず、又は本プロポーザルを延期し、若しくは取り止めることがある。後

日、不正な行為が判明した場合は、契約を締結しない、又は契約の解除等の措置を

講ずることがある。 



 

 

 

17 

(２)募集要項等の承諾 

応募事業者は、提案書類の提出をもって、募集要項等のほか、質問に対する回答及

び町が公表・配布した追加資料等の記載内容を承諾したものとみなす。 

 

(３)複数提案の禁止 

応募事業者は、１つの提案しか行うことができない。 

 

(４)提案書類の変更等の禁止 

提出された提案書類の変更、再提出は、原則として認めない。 

提案審査において町が必要と判断した場合は、応募事業者に追加書類の提出や提案

内容に対する質問への回答を要求する場合がある。 

 

(５)本事業への応募及び提案書類作成等に係る費用負担 

本事業への応募及び提案書類の作成等に係る費用は、すべて応募事業者の負担とする。 

 

(６)使用言語、単位及び時刻 

本事業の応募及び提案書類の作成に関して使用する言語は日本語、単位は計量法

(平成４年法律第 51号)に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

 

(７)著作権 

応募事業者から提出された提案書類の著作権は、当該提案書類を提出した応募事業

者に帰属する。ただし、町は、本事業に関して必要な範囲において、優先交渉権者と

して選定された応募事業者の提案書類の全部又は一部を無償で使用することができる

ものとする。また、町は、審査結果の公表に必要な範囲において、その他の応募事業

者の提案書類の一部を無償で使用することができるものとする。 

なお、応募事業者から提出を受けた書類は返却しないものとする。 

 

(８)特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令等に

基づき保護されている第三者の権利の対象となっている材料、履行方法等を使用した

結果生じる責任は、提案を行った応募事業者が負うものとする。 

 

(９)町が公表・配布する資料の取扱い 

本事業において、町ホームページで公表する資料及び応募事業者に配布する資料は、

本応募に係る検討以外の目的で使用することはできない。 

 

(10)募集の中止等 

本事業の公募期間中に、やむを得ない理由が生じた場合は、町は募集を延期又は中

止することがある。募集を延期又は中止した場合においても、本事業への応募及び提

案書類の作成に係る費用は、すべて応募事業者の負担とする。 
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なお、応募事業者が１者となった場合も提案書類を受け付け、事業者選定基準書に基

づき審査を行う。ただし、応募への妨害の疑い、不正又は不誠実な行為等により募集を

公正に実施することができないと認められる場合は、募集の延期、再募集、又は募集の

取り止めなどの対処を図ることがある。 

 

(11)応募の無効 

次のいずれかに該当する応募は、無効とする。なお、優先交渉権者の決定後、当該

優先交渉権者が無効の応募を行ったことが判明した場合には、当該決定を取り消す。 

ア 本事業への参加資格が無い者による応募 

イ 参加資格の確認基準日から提案書類の提出までに、参加資格要件を欠いた者を構成

企業としている者による応募 

ウ 参加資格審査を通過した応募企業又は応募グループの代表企業以外の者による応募 

エ 提案価格書に不備が認められる応募(記名押印がない、押印された印影が明らかで

ない、金額が訂正されている、日付の記載が無いなど) 

オ 提案価格書別紙(提案価格内訳書)が提出されていない又は提案価格書別紙に不備が

ある応募 誤字、脱字等により意思表示が不明確である応募 

カ 提案書類に必要事項の記載が無い又は記載事項が判読できない応募 

キ 誤字又は脱字等により意思表示が不明瞭な応募 

ク ２通以上の提案書を提出した者による応募 

 ケ 参加表明書及び参加資格審査申請書類又は提案書類に虚偽の記載をした者による応募 

 コ 談合等の不正行為があった者による応募 

サ その他、募集要項等に記載した条件に違反した応募又は町の指示に従わない者による

応募 

 

(12)提案書類の公開 

優先交渉権者として選定された応募事業者の提案書類に関して、東員町情報公開条

例(平成 12年東員町条例第 21号)の規定による開示請求があった場合、応募事業者の技

術的・専門的ノウハウを含む機密に関する事項等(個人情報を含む)を除き、公開する

場合がある。 

 

(13)その他 

募集要項等に定めるもののほか、応募にあたって必要な事項が生じた場合には、応

募企業又は応募グループの代表企業に通知する。応募事業者は、募集要項等に定める

もののほか、東員町財務規則その他関係法令を遵守すること 

 

６ 優先交渉権者の決定方法 

(１)応募事業者の選定方法 

応募事業者の選定は、参加資格審査と提案審査の２段階で実施する。 

審査の手順など詳細については、事業者選定基準書に示す。 
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(２)審査委員会の設置 

提案審査における優先交渉権者の選定は、審査委員会において行う。 

優先交渉権者の決定までの間に、応募企業又は応募グループの構成員が審査委員に

対し、優先交渉権者の選定に関して自己が有利になるように働きかけを行った場合、

当該応募事業者は失格とする。審査委員は非公表、審査委員会は非公開とする。 

 

(３)優先交渉権者の決定及び公表 

町は審査委員会の審査結果を踏まえて、優先交渉権者及び次点交渉権者を決定する。 

審査結果は、応募企業又は応募グループの代表企業に通知する。 

審査や選定に関する問合せや異議申し立てについては、受け付けない。 

優先交渉権者の決定結果は、町ホームページに公表する。 

 

(４)優先交渉権者を決定しない場合の措置 

事業者の募集及び選定の過程において、応募事業者あるいは資格審査通過者が無い、

あるいは、いずれの応募事業者の提案によっても本事業の目的を達成することができ

ないなどの理由により、本事業をＤＢ方式で実施することが適当でないと町が判断し

た場合は、優先交渉権を決定せず、この旨を速やかに町ホームページにおいて公表す

る。 

なお、優先交渉権者を決定しない場合においても、本事業への応募及び提案書類の

作成に係る費用は、すべて応募事業者の負担とする。 

 

 

第４ 事業契約に関する事項 

１ 契約手続き等 

(１)事業者との仮契約の締結 

町は、優先交渉権者（応募企業又は応募グループが結成する特定ＪＶ）と令和６年

２月に仮契約を締結することを予定している。 

仮契約は、優先交渉権者の決定・公表後、速やかに締結する予定であり、当該契約

の締結交渉・手続きに際して、事業契約書(案)の内容は、提案書類の提出前に確定す

ることができなかった事項を除いて、原則として変更しない。 

なお、優先交渉権者との仮契約交渉が調わず、締結に至らない場合、町は当該優先

交渉権者の優先交渉権を取り消し、次点交渉権者と契約交渉及び手続を行う。 

 

(２)事業契約の締結 

仮契約は、町議会の議決により本契約として成立する。 

 

(３)契約を締結しない場合 

優先交渉権者決定日の翌日から本契約の成立までの間に、応募企業又は応募グルー

プの構成員において参加資格の一部を欠く事態が発生するなど、仮契約を締結できな

い場合は、速やかに町に対してその旨を書面により届け出ること。この場合、町は優



 

 

 

20 

先交渉権者（応募企業又は応募グループが結成する特定ＪＶ）と仮契約及び本契約を

締結しない。 

ただし、応募グループに関して、代表企業以外の構成企業が参加資格の一部を欠く

に至った場合で、参加資格を欠いた者に代えて参加資格を有する者を構成企業として

補充し、町が参加資格の確認及び業務遂行能力等を勘案したうえで、本事業の実施に

支障をきたさないと判断したときは、町は事業契約の仮契約を締結し、又は本契約を

成立させることができる。なお、この場合の補充する構成企業の参加資格を確認する

基準日は、当初の構成企業が参加資格を欠いた日とする。 

 

(４)契約の締結に至らなかった場合の措置 

優先交渉権者の責めに帰すべき事由により事業契約を締結することができない場合、

町は優先交渉権者に対して違約金を請求することができる。この場合を除き、事業契

約の締結に至らなかった場合には、町及び優先交渉権者が本事業の募集及び準備に要

した費用は各自が負担し、相互に債権債務関係が生じないものとする。 

 

(５)費用の負担 

事業契約の締結に係る優先交渉権者側の弁護士報酬、印紙代その他一切の費用は、

優先交渉権者の負担とする。 

 

２ 契約保証金  

事業契約の締結時に必要となる契約保証金については、事業契約書(案)に示す。 
 

３ 事業者の事業契約上の地位 

町の事前の承諾がある場合を除き、事業者は事業契約上の地位及び権利義務を第三

者に譲渡、担保提供その他の方法により処分してはならない。 

 

 

第５ 事業実施に関する事項 

１ 誠実な業務遂行義務 

事業者は、要求基準書等の公表資料及び提案書類の記載内容に基づき、本事業に係

る各業務について責任を持って誠実かつ確実に遂行すること 

 

２ 町と事業者との責任分担 

本事業に係る各業務遂行上のリスク及び責任は、原則として事業者が負担する。 

ただし、事業者が適切に管理することができないと認められるリスクは、町がその

全て又は一部を負担する。町と事業者との責任分担やリスクが顕在化した場合におけ

る具体的な費用負担の方法等については、要求基準書及び事業契約書(案)に示す。 

 

３ 業務遂行状況のモニタリング 

町は、事業者が要求基準書等の公表資料及び提案書類に基づいて適切に本事業を実
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施していることを確認するため、各業務の遂行状況についてモニタリングを行う。 

   町は、モニタリングの結果、要求基準を満たしていないと判断した場合には、是正

又は改善の要求等の措置を行うことができるものとする。 

モニタリングの実施時期や内容、要求基準を満たしていない場合の措置に関する詳

細については、事業契約書(案)に示す。 

 

４ 保険の付保 

事業者は、事業契約書(案)に基づき必要な保険を付保すること 

 

５ 提案書類又は事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置 

提案書類又は事業契約書の解釈について疑義が生じた場合、町と事業者は本事業の

円滑な遂行を前提とし、誠意をもって協議を行い、解決を図るものとする。 

一定期間内に協議が整わない場合の措置については、事業契約書(案)に示す。 

本事業に関する紛争については、津地方裁判所四日市支部を第一審の専属管轄裁判

所とする。 

 

６ 遵守すべき法令等 

事業者は、本事業の実施にあたり、関係する法令(当該法律の施行令及び施行規則

等の政令、省令、条例等を含む。)及び適用要綱・各種基準等の最新版を遵守する。

詳細な内容は、要求基準書に記載する。 

 

 

７ 事業の継続が困難となった場合の措置 

本事業の継続が困難となる事由が発生した場合は、事業契約書(案)に定める事由ご

とに町又は事業者の責任に応じて、必要な修復その他の措置を講じる。修復その他の

措置を講じたにもかかわらず、本事業の継続が困難となった場合は、事業契約書(案)

の定めるところにより本事業を終了する。詳細については、事業契約書(案)に示す。 

 

(１)事業者の帰責事由により事業の継続が困難となった場合 

事業者の帰責事由により債務不履行又はその懸念が生じた場合、町は事業者に対し

て改善勧告を行い、一定期間内に改善計画等の提出及び実施を求めることができる。

ただし、事業者が当該期間内に修復することができなかった場合、町は事業契約を解

除することができる。 

 

(２)町の帰責事由により事業の継続が困難となった場合 

町の帰責事由に基づく債務不履行により、本事業の継続が困難となった場合、事業

者は事業契約を解除することができる。 

 

(３)いずれの責めにも帰さない事由により事業の継続が困難となった場合 

町又は事業者の責めに帰すことのできない不可抗力その他の事由により、本事業の
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継続が困難となった場合は、町及び事業者との間で本事業の継続の可否について協議

を行うものとする。一定期間内に協議が整わない場合は、相手方への書面による事前

の通知により、町及び事業者は事業契約を解約することができる。 

不可抗力の定義については、事業契約書(案)に示す。 

 

 

第６ 募集要項等に関する問合せ先 

募集要項等に関する問合せ先は、次のとおりとする。 

本事業に関する情報提供は、町ホームページにおいて行う。 

担 当 東員町教育委員会事務局 教育総務課 

住 所 三重県員弁郡東員町大字山田 1700 番地 

電 話 0594-86-2814 

E-mail kyousou@town.toin.lg.jp 

ＵＲＬ https://www.town.toin.lg.jp 

 

 


